
答申第１４４号 

（諮問第１６７号） 

 

答  申 

 

第１ 審査会の結論 

   大分県知事（以下「実施機関」という。）が令和６年７月 30 日付けで行った公文

書一部公開決定処分は、妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経緯  

 １ 公文書の公開請求 

   審査請求人は、大分県情報公開条例（平成 12 年大分県条例第 47 号。以下「条例」

という。）第６条第１項の規定により、令和６年７月 17 日付けで、実施機関に対し

て、次の内容の公文書公開請求（以下「本件公開請求」という。）を行った。 

 

令和６年度就学前教育・保育施設整備交付金内示 

 

２ 実施機関の決定 

   実施機関は、本件公開請求に係る公文書として、次の公文書を特定し、条例第７

条第５号に掲げる情報が記録されているとして、一部公開決定（以下「本件一部公

開決定」という。）を行い、令和６年７月 30 日付けで審査請求人に通知した。 

 

令和６年度就学前教育・保育施設整備交付金の内示について 

 

３ 審査請求 

  審査請求人は、本件一部公開決定について、行政不服審査法（昭和 26 年法律第

68 号）第２条の規定に基づき、令和６年８月５日付けで、実施機関に対して審査請

求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   「大分県情報公開条例第７条第５号に該当するため」として非公開となっている

箇所の公開を求めるものである。 

 

 ２ 審査請求の理由 

    審査請求人の主張の内容は、おおむね次のとおりである。 

 

非公開の根拠として挙げられている県情報公開条例第７条第５号について、内示 

額が非公開となっていることは、県税の使途・配分の公平性の観点から疑義がある。 
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 特に、こ未来 745 号の処分については施設種別、施設名、設置主体、整備（事業） 

区分等についても非公開となっているが、同項と施設種別等の関連性はないと考え 

る。 

  

第４ 実施機関の弁明の要旨 

   実施機関の弁明の内容は、おおむね次のとおりである。 

       

１ 本件対象公文書の意義・性格について 

就学前教育・保育施設整備交付金は、市町村が策定する整備計画等に基づき、保

育所、認定こども園及び小規模保育事業所等に係る施設整備事業の実施等に要する

経費に充てるため、国と市町村が施設に対して交付するものである。本件対象公文

書は、こども家庭庁から発出された令和６年度就学前教育・保育施設整備交付金（１

次協議分）の内示である。 
 

２ 本件対象公文書の非公開情報該当性判断について 

⑴ 条例第７条第５号該当性について 

条例第７条は、「実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書 
に次に掲げる情報（以下「非公開情報」という。）のいずれかが記録されている場 
合を除き、公開請求者に対し、当該公文書を公開しなければならない。」と規定し、 
同条第５号は、「県の機関、国等の機関、独立行政法人等、地方独立行政法人又は 
地方公社が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に 
掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行 
に支障を及ぼすおそれがあるもの」と規定している。 

施設ごとの内示額を公開すると、すでに公表されている補助金交付要綱に記載

の補助率から逆算することで、施設が想定している工事者選定に係る入札の予定

価格を第三者が容易に推測することが可能となる。不適正な入札につながること

により、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 
以上のことから、条例第７条第５号に該当するものと判断される。 

   
  ⑵ 審査請求の理由に対する反論について 

審査請求の理由として「特に、こ未来 745 号の処分については施設種別、施設

名、設置主体、整備（事業）区分等についても非公開となっておりますが、同項

と施設種別等の関連性はないと考えます」とあるが、こども家庭庁がホームペー

ジの「令和６年度就学前教育・保育施設整備交付金（第１次）」において、各市町

村ごとの内示額を公開することから、市町村で１件のみの内示の場合、施設種別、

施設名、設置主体、整備（事業）区分等を公開すると、各施設の入札の際の予定

価格が容易に推測でき、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

以上のことから、条例第７条第５号に該当するものと判断される。 
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第５ 審査請求人の反論の要旨 

   実施機関の弁明に対する審査請求人の反論は、おおむね次のとおりである。 

 

   弁明書第３項について、『施設ごとの内示額を公開すると、すでに公表されてい

る補助金交付要綱に記載の補助率から逆算することで、施設が想定している工事者

選定に係る入札の予定価格を第三者が容易に推測することが可能となる』とあるが、

貴県の知事部局等が発注する建設工事及び建設コンサルタント業務、及び令和６年

度からは物品・役務の調達においても、大分県共同利用型入札情報サービスシステ

ムに掲載されている、一般競争入札の入札公告文、指名競争入札の指名通知書にて、

工事の対象箇所や施設名称、予定価格が、開札時には落札業者（落札候補者）と落

札金額（応札金額）、最低制限価格等が公表されている。また、貴県のホームページ

では、随意契約の締結情報として業務名と相手方、契約金額が公表されている。 

翻って、貴職による今回の公文書の一部公開決定措置においては、対象施設と内

示額を非公表としているが、入札の予定価格が判明することが貴職の主張する『不

適正な入札につながる』のであれば、この措置は建設工事等において予定価格を事

前公表している貴県の方針と相反する。 

加えて、当該の交付金を受けた施設の運営者が施設整備を行う際には、工事、又

は役務を行う外部の施工事業者に実際の作業を委託するが、これは施設運営者と施

工事業者との間で締結する随意契約であり、この内容を非公表とすることは弁明書

第３項に記された貴職の文言と相反するものである。 

また第４項について、内示額の合計額のみの公開では、各施設の内示額が整備内

容に見合った金額であるか否かを判断する根拠に乏しい。これに加え、前述のとお

り、市町村で１件のみの内示の場合に『入札の際の予定価格が容易に予測でき』る

ことは、事業の適正な遂行を妨げるものではない。 

よって、今回貴職が開示の対象としなかった箇所の公表と、貴職が主張する『当

該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす』こととの関連性はない。 

それぞれの交付金の原資が県税から支出されたものであることを鑑みて、弊社と

しては改めて情報の開示を求めたい。 

 

第６ 審査会の判断 

 

 １ 本件対象公文書について 

   本件対象公文書は、保育所、認定こども園等が行う新築、増築、大規模修繕など

の施設整備に対してこども家庭庁及び市町村が交付する就学前教育・保育施設整備

交付金の令和６年度（１次協議分）の内示額についてこども家庭庁から示されたも

のである。 

 

２ 本件対象公文書の非公開情報該当性について 
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⑴ 条例第７条第５号について 

条例第７条第５号は、県の機関等が行う事務又は事業に関する情報であって、

公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるものを非公開情報として定めている。 

⑵ 本件対象公文書の条例第７条第５号該当性について 

本件対象公文書について、実施機関は、施設ごとの内示額を公開すると、すで  
に公表されている補助金交付要綱に記載の補助率から逆算することで、施設が想 
定している工事者選定に係る入札の予定価格を第三者が容易に推測することが可 
能となり、不適正な入札につながることにより、事業の適正な遂行に支障を及ぼ 
すおそれがあると主張している。 
また、施設種別、施設名、設置主体、整備（事業）区分等について非公開とし

ている点については、こども家庭庁がホームページにおいて「令和６年度就学前

教育・保育施設整備交付金（第１次）」として各市町村ごとの内示額を公開して

おり、もし市町村で１件のみの内示の場合、施設種別、施設名、設置主体、整備

（事業）区分等を公開すると、各施設の入札の際の予定価格が容易に推測でき、

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると主張している。 
そこで、本件対象公文書の条例第７条第５号該当性について検討する。 

就学前教育・保育施設整備交付金の算定に当たっては、市町村が各施設の施設

整備事業の内容を取りまとめて施設整備計画を作成して国に申請し、国は当該施

設整備計画に基づき交付額を算定し、各市町村に対して交付している。当該交付

金における補助率は、インターネット等で閲覧可能となっている当該交付金交付

要綱において示されており、本件対象公文書の内示額が公開されれば、要綱で示

された国の補助率と本件対象公文書の内示額を照らし合わせることで、各施設の

施設整備事業における支出可能な交付金の上限額や事業計画における全体の事

業費が推察できることとなる。 
国が交付する補助金、交付金等については、「補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律」（昭和 30 年法第 179 号。以下「適正化法」という。）第３条第１

項において、「各省各庁の長は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に当つては、

補助金等が国民から徴収された税金その他の貴重な財源でまかなわれるもので

あることに特に留意し、補助金等が法令及び予算で定めるところに従って公正か

つ効率的に使用されるように努めなければならない。」と規定し、同条第２項にお

いて、「補助事業者等及び間接補助事業者等は、補助金等が国民から徴収された税

金その他の貴重な財源でまかなわれるものであることに留意し、法令の定及び補

助金等の交付の目的又は間接補助金等の交付若しくは融通の目的に従って誠実

に補助事業等又は間接補助事業等を行うように努めなければならない。」と規定

しており、国及び補助事業者の双方が、補助金が国民の公金から支出されている

という点に特に留意して、適正かつ効率的に使用しなければならないこととなっ

ている。県独自の補助金の場合も「大分県補助金等交付規則」（昭和４３年大分県

規則第２７号）その他の関係通知において、適正化法と同様の目的と内容を定め
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ている。 
本件交付金の交付要綱においても、適正化法等の規定により補助事業を実施す

ることとされており、本件交付金の補助事業において決定される契約額は、適正

かつ効率的に決定されなければならず、本件補助事業においては補助事業者によ

る事業者負担も存することを踏まえると、公正かつ客観的な基準による競争によ

り契約の相手方及び契約金額を決定する方法が妥当であり、もし上記の支出可能

な交付金の上限額や事業計画における全体の事業費が推察できると、契約額がそ

れらの額に合わせて高止まりすることは十分想定しうるものであり、事業の適正

な遂行に支障を及ぼすとする実施機関の主張は特段不合理なものとは見受けら

れない。 
 なお、審査請求人は、県が発注する建設工事等の公共工事において入札予定価

格が公表されていることや随意契約の締結情報として契約金額が公表されてい

ることを主張している。入札予定価格の事前公表については、一般的に、入札予

定価格を探る不正行為の防止や入札回数が少なくなるなどのメリットがある一

方、公表された入札予定価格を目指すことにより競争原理が制限されて落札価格

が高止まったり、積算能力が不十分な事業者が受注できるなどのデメリットがあ

り、県が発注する建設工事等の公共工事に関しては、地域の実情や上記のメリッ

トやデメリットを検討した上で、入札予定価格の事前公表が採用されているもの

と見受けられるが、これは県が発注する公共事業の状況に基づき事前公表が採用

されているものであり、本件交付金の交付を受けた各施設が発注する工事につい

ては、上記のとおり適正化法等の考えに基づき判断したものと解される。また、

随意契約の締結情報として公表されている契約金額は、契約締結後に公表されて

いるものである。以上のことからすると、審査請求人の主張を採用することはで

きない。 
 また、審査請求人は、本件一部公開決定については施設種別、施設名、設置主

体、整備（事業）区分等についても非公開となっていることを主張しており、実

施機関は、こども家庭庁がホームページにおいて、各市町村ごとの内示額を公開

していることから、市町村で１件のみの内示の場合、施設種別、施設名、設置主

体、整備（事業）区分等を公開すると、各施設の入札の際の予定価格が容易に推

測でき、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると主張している。 
当審査会が本件対象公文書を見分したところ、本件対象公文書の施設種別、施

設名、設置主体、整備（事業）区分、内示額、国庫補助率、予算科目、予算区分

の全体が非公開となっている。令和６年度就学前教育・保育施設整備交付金の内

示については、こども家庭庁のホームページで市町村単位の内示額が公開されて

おり、もし本件対象公文書の内示額の欄のみを非公開とすると、交付を受けた市

町村において交付対象の施設が１つしかないと仮定した場合に、その市町村の施

設種別、施設名、設置主体、整備（事業）区分等の欄を見れば、当該市町村の交

付対象施設が１つしかないことが判明し、こども家庭庁が公表している内示額と

照らし合わせて、当該施設に対する内示額であることが判明することとなる。ま
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た、この仮定の状況下で、交付対象の施設が複数ある市町村の施設種別、施設名、

設置主体、整備（事業）区分等の欄を公開すると、全体を非公開としている市町

村は交付対象施設が１つしかないことが類推できる。 
以上のことから、実施機関の主張は特段不合理なものとは見受けられない。 

よって、実施機関が非公開とした上記の部分は条例第７条第５号に該当する。 

 

３ 結論 

  以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

  

第７ 審査会の処理経過 

   審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処 理 内 容 

令和６年１１月 ８日 諮  問 

令和６年１１月２７日 事案審議（令和６年度第８回審査会） 

令和６年１２月２０日 事案審議（令和６年度第９回審査会） 

令和７年 １月３１日 事案審議（令和６年度第１０回審査会） 

令和７年 ２月２６日 答申決定（令和６年度第１１回審査会） 

 

   大分県情報公開・個人情報保護審査会会長及び指定委員 

氏  名 職  業 備 考 

生 野 裕 一 弁護士 会 長 

渡 邊 博 子 大分大学経済学部教授  

大 塚   浩 大分県商工会議所連合会専務理事  

松 尾 和 行 元大分合同新聞社編集局長  

梶 原 百合子 大分県地域婦人団体連合会理事  
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